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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロータを挟んで該ロータ軸方向両側に配置される一対のパッドと、
　該一対のパッドのうち一方をロータに押し付ける一つのピストンと、
　該ピストンが移動可能に配置されるシリンダを有するキャリパ本体と、
　該キャリパ本体に設けられる電動モータと、
　前記キャリパ本体に設けられ、前記ピストンを推進して制動位置に保持させる回転直動
変換機構と、を備え、
　該回転直動変換機構は、
　前記電動モータの回転が伝達される回転伝達部材と、
　該回転伝達部材にねじ嵌合されて回転可能、且つ直動可能なシャフト部材と、
　該シャフト部材にねじ嵌合されて、該シャフト部材の回転によって前記ピストンに軸方
向の推力を付与するボールアンドランプ機構と、を有し、
　前記シャフト部材には、一端側に前記回転伝達部材にねじ嵌合する第１のねじ部が形成
され、他端側に前記ボールアンドランプ機構にねじ嵌合する第２のねじ部が形成され、
　前記第１のねじ部の回転抵抗トルクは、前記第２のねじ部の回転抵抗トルクよりも大き
い、ディスクブレーキ。
【請求項２】
　前記第１のねじ部の径は前記第２のねじ部の径よりも大きい、請求項１に記載のディス
クブレーキ。
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【請求項３】
　前記回転直動変換機構は、一方向の回転に対して回転抵抗トルクを付与する第１の一方
向クラッチを備え、
　前記第１の一方向クラッチは、前記回転伝達部材に対して前記シャフト部材の前記ピス
トンを後退させるリリース方向への回転に対して回転抵抗トルクを付与する、請求項１ま
たは２に記載のディスクブレーキ。
【請求項４】
　前記回転直動変換機構は、一方向の回転に対して回転抵抗トルクを付与する第２の一方
向クラッチを備え、
　該第２の一方向クラッチは、前記ピストンに対して前記シャフト部材の前記ピストンを
推進させるアプライ方向への回転に対して回転抵抗トルクを付与する、請求項１乃至３の
いずれかに記載のディスクブレーキ。
【請求項５】
　前記ピストンをリリース方向に後退させる際には、前記シャフト部材と前記ボールアン
ドランプ機構との間のねじ嵌合部における回転抵抗トルクが、前記第１の一方向クラッチ
による回転抵抗トルクに前記シャフト部材と前記回転伝達部材との間のねじ嵌合部におけ
る回転抵抗トルクを加えた回転抵抗トルクよりも小さい、請求項３または４に記載のディ
スクブレーキ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の制動に用いられるディスクブレーキに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のディスクブレーキには、駐車ブレーキ時等における制動力を保持するための回転
規制機構（ラチェット機構）を遊星歯車減速機構に備えたものがある（特許文献１参照）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１６９２４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１のディスクブレーキでは、制動力を保持するための構成が複
雑となってディスクブレーキの製造効率が低下する虞がある。
【０００５】
　本発明は、駐車ブレーキ時等における制動力を保持する構成を簡素化して製造効率を向
上させるディスクブレーキを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するための手段として、本発明のディスクブレーキは、ロータを挟んで
該ロータ軸方向両側に配置される一対のパッドと、該一対のパッドのうち一方をロータに
押し付ける一つのピストンと、該ピストンが移動可能に配置されるシリンダを有するキャ
リパ本体と、該キャリパ本体に設けられる電動モータと、前記キャリパ本体に設けられ、
前記ピストンを推進して制動位置に保持させる回転直動変換機構と、を備え、該回転直動
変換機構は、前記電動モータの回転が伝達される回転伝達部材と、該回転伝達部材にねじ
嵌合されて回転可能、且つ直動可能なシャフト部材と、該シャフト部材にねじ嵌合されて
、該シャフト部材の回転によって前記ピストンに軸方向の推力を付与するボールアンドラ
ンプ機構と、を有し、前記シャフト部材には、一端側に前記回転伝達部材にねじ嵌合する
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第１のねじ部が形成され、他端側に前記ボールアンドランプ機構にねじ嵌合する第２のね
じ部が形成され、前記第１のねじ部の回転抵抗トルクは、前記第２のねじ部の回転抵抗ト
ルクよりも大きい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、駐車ブレーキ時等における制動力を保持する構成を簡素化して製造効
率を向上させるディスクブレーキを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本実施形態に係るディスクブレーキを示す断面図。
【図２】本ディスクブレーキに採用した回転直動変換機構の拡大断面図。
【図３】図２のＡ－Ａ線に沿う断面図。
【図４】図２のＢ－Ｂ線に沿う断面図。
【図５】本ディスクブレーキに採用した回転直動変換機構の分解斜視図。
【図６】駐車ブレーキを作動させる際の作用を段階的に示した断面図。
【図７】駐車ブレーキを作動させる際の作用を段階的に示した断面図。
【図８】駐車ブレーキを作動させる際の作用を段階的に示した断面図。
【図９】駐車ブレーキを作動させる際の作用を段階的に示した断面図。
【図１０】駐車ブレーキを解除する際の作用を段階的に示した断面図。
【図１１】駐車ブレーキを解除する際の作用を段階的に示した断面図。
【図１２】駐車ブレーキを解除する際の作用を段階的に示した断面図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本実施形態を図１乃至図１２に基づいて詳細に説明する。
　図１に示すように、本ディスクブレーキ１には、車両の回転部に取り付けられたディス
クロータＤを挟んで軸方向両側に配置された一対のインナブレーキパッド２及びアウタブ
レーキパッド３と、キャリパ４とが設けられている。本ディスクブレーキ１は、キャリパ
浮動型として構成されている。なお、一対のインナブレーキパッド２及びアウタブレーキ
パッド３と、キャリパ４とは、車両のナックル等の非回転部に固定されたブラケット５に
ディスクロータＤの軸方向へ移動可能に支持されている。以下、説明の便宜上、図の右方
を一端側として、左方を他端側として適宜説明する。
【００１０】
　キャリパ４の主体であるキャリパ本体６は、車両内側のインナブレーキパッド２に対向
する基端側に配置されるシリンダ部７と、車両外側のアウタブレーキパッド３に対向する
先端側に配置される爪部８とを有している。シリンダ部７には、インナブレーキパッド２
側が開口される大径開口部９Ａとなり、その反対側が孔部１０を有する底壁１１により閉
じられた有底のシリンダ１５が形成されている。該シリンダ１５内の底壁１１側は、大径
開口部９Ａと連設され該大径開口部９Ａよりも小径となる小径開口部９Ｂが形成される。
シリンダ１５は、大径開口部９Ａの内周面にピストンシール１６が配置されている。
【００１１】
　図１及び図２に示すように、ピストン１８は、底部１９と円筒部２０とからなる有底の
カップ状に形成される。該ピストン１８は、その底部１９がインナブレーキパッド２に対
向するようにシリンダ１５内に収められている。ピストン１８は、ピストンシール１６に
接触した状態で軸方向に移動可能にシリンダ１５の大径開口部９Ａに内装されている。こ
のピストン１８とシリンダ１５の底壁１１との間は、液圧室２１としてピストンシール１
６により画成されている。この液圧室２１には、シリンダ部７に設けた図示しないポート
を通じて、マスタシリンダや液圧制御ユニットなどの図示しない液圧源から液圧が供給さ
れるようになっている。ピストン１８の内周面には、周方向に沿って複数の回転規制用縦
溝２２が形成される。本実施形態では、回転規制用縦溝２２は周方向に沿って１２箇所形
成される（図３参照）。
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【００１２】
　ピストン１８の底部１９の、インナブレーキパッド２に対向する他端面の外周側に凹部
２５が設けられている。この凹部２５は、インナブレーキパッド２の背面に形成されてい
る凸部２６が係合しており、この係合によってピストン１８がシリンダ１５、ひいてはキ
ャリパ本体６に対して回り止めされている。また、ピストン１８の底部１９の外周面と、
シリンダ１５の大径開口部９Ａの内周面との間には、該シリンダ１５内への異物の進入を
防ぐダストブーツ２７が介装されている。ピストン１８の底部１９の、回転直動変換機構
４３と対向する一端面は、その径方向中央部に設けた円形状平面部３０と、該円形状平面
部３０から連続してピストン１８の内周面に向かって一端側へ拡径するように延びる環状
曲面部３１とが形成される。
【００１３】
　図１に示すように、シリンダ１５の底壁１１側には気密的にハウジング３５が取り付け
られている。該ハウジング３５の一端開口には気密的にカバー３６が取り付けられている
。なお、ハウジング３５とシリンダ部７とはシール部材３７によって気密性が保持されて
いる。また、ハウジング３５とカバー３６とはシール部材３８によって気密性が保持され
ている。ハウジング３５には、キャリパ本体６と並ぶように、電動のモータ４０がシール
部材４１を介して密閉的に取り付けられている。なお、本実施形態では、モータ４０をハ
ウジング３５の外側に配置したが、モータ４０を覆うようにハウジング３５を形成し、ハ
ウジング３５内にモータ４０を収容してもよい。この場合、シール部材４１が不要となり
、組み付け工数を低減できる。また、ハウジング３５とカバー３６を溶着接合してもよい
。この場合、シール部材３８が不要となり、組み付け工数を低減できる。
【００１４】
　キャリパ本体６には、ピストン１８を推進して制動位置に保持させる回転直動変換機構
４３と、モータ４０による回転を増力する平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４
５とが備えられている。平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４５は、ハウジング
３５内に収納されている。
【００１５】
　回転直動変換機構４３は、平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４５からの回転
運動、すなわちモータ４０の回転を直線方向の運動（以下、直動という）に変換し、ピス
トン１８に推力を付与して、該ピストン１８を制動位置で保持する。回転直動変換機構４
３は、シリンダ１５の底壁１１とピストン１８の底部１９との間に収納され、ベースナッ
ト７５と、プッシュロッド１０２と、ボールアンドランプ機構１２７とを有している。ベ
ースナット７５は、モータ４０の回転が伝達される回転伝達部材として構成され、シリン
ダ１５に回転可能に支持され、平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４５を介して
モータ４０からの回転運動が伝達される。ベースナット７５は、モータ４０の回転が伝達
される回転伝達部材として構成される。のプッシュロッド１０２は、ベースナット７５の
雌ねじ部９７にねじ嵌合される第１の雄ねじ部１０３が一端側に形成され、他端側に第２
の雄ねじ部１０４が形成される。プッシュロッド１０２は、回転伝達部材にねじ嵌合され
て回転可能に、且つ直動可能に支持されるシャフト部材として構成される。ボールアンド
ランプ機構１２７は、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４にねじ嵌合されて、
プッシュロッド１０２の回転によってピストン１８へ軸方向への推力を付与する。本実施
形態の回転直動変換機構４３においては、ベースナット７５の雌ねじ部９７とプッシュロ
ッド１０２の第１の雄ねじ部１０３との間で第１のねじ嵌合部１０５が構成される。また
、本実施形態の回転直動変換機構４３においては、ボールアンドランプ機構１２７の回転
直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２とプッシュロッド１０２第２の雄ねじ部１０４との間
で第２のねじ嵌合部１０６が構成される。
【００１６】
　平歯多段減速機構４４は、ピニオンギヤ４６と、第１減速歯車４７と、第２減速歯車４
８とを有している。ピニオンギヤ４６は円筒状に形成されており、モータ４０の回転軸４
０Ａに圧入固定される孔部５０と、外周面に形成される歯車５１とを有している。第１減
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速歯車４７は、ピニオンギヤ４６の歯車５１に噛合する大径の大歯車５３と、大歯車５３
から軸方向に延出して形成される小径の小歯車５４とが一体的に形成されている。この第
１減速歯車４７は、一端がハウジング３５に支持されると共に他端がカバー３６に支持さ
れたシャフト５５により回転可能に支持される。第２減速歯車４８は、第１減速歯車４７
の小歯車５４に噛合する大径の大歯車５６と、大歯車５６から軸方向に延出して形成され
る小径のサンギヤ５７とが一体形成されている。サンギヤ５７は遊星歯車減速機構４５の
一部を構成している。この第２減速歯車４８は、カバー３６に支持されたシャフト５８に
より回転可能に支持される。
【００１７】
　遊星歯車減速機構４５は、サンギヤ５７と、複数個（例えば、３個）のプラネタリギヤ
６０と、インターナルギヤ６１と、キャリア６２とを有する。プラネタリギヤ６０は、第
２減速歯車４８のサンギヤ５７に噛合される歯車６３と、キャリア６２から立設されるピ
ン６５を挿通する孔部６４とを有している。３個のプラネタリギヤ６０は、キャリア６２
の円周上に等間隔に配置される。
【００１８】
　キャリア６２は、円板状に形成され、その径方向中心には、ベースナット７５の多角形
柱８１が嵌合する多角形孔６８が形成される。該多角形孔６８に、ベースナット７５の円
柱部７６の先端から連続して設けた多角形柱８１が嵌合することで、キャリア６２とベー
スナット７５の間で互いに回転トルクを伝達できる。キャリア６２の外周側には複数のピ
ン用孔６９が形成されている。該各ピン用孔６９に、各プラネタリギヤ６０を回転可能に
支持するピン６５が圧入固定されている。該キャリア６２及び各プラネタリギヤ６０は、
ハウジング３５の開口部３５Ａ周辺から一端側に突設した壁面３５Ｂと、インターナルギ
ヤ６１の第２減速歯車４８側に一体的に設けた環状壁部７２とにより軸方向の移動が規制
されている。なお、本実施形態では、キャリア６２に設けた多角形孔６８によりベースナ
ット７５との相対的な回転を規制しているが、スプラインやキー等回転トルクを伝達でき
る機械要素を採用してもよい。
【００１９】
　インターナルギヤ６１は、各プラネタリギヤ６０の歯車６３がそれぞれ噛合する内歯７
１と、この内歯７１から連続して第２減速歯車４８側に一体的に設けられてプラネタリギ
ヤ６０の軸方向の移動を規制する環状壁部７２とから形成されている。該インターナルギ
ヤ６１は、ハウジング３５内に圧入固定される。
【００２０】
　なお、本実施形態においては、ピストン１８を推進する回転力を得るために、モータ４
０による回転を増力する減速機構としての平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４
５を設けているが、該回転力を出力できるものであれば、いずれか一方、または両方の減
速機構を省略してもよい。
【００２１】
　図２及び図５に示すように、ベースナット７５は、円柱部７６と、該円柱部７６の他端
部に一体的に設けられるナット部７７とを有して構成される。シリンダ１５の底壁１１に
はワッシャ８０が当接するように配置されている。ベースナット７５の円柱部７６は、ワ
ッシャ８０の挿通孔８０Ａ及びシリンダ１５の底壁１１に設けた孔部１０のそれぞれに挿
通される。円柱部７６の先端側には、多角形に面取りされた多角形柱部８１となっている
。多角形柱部８１がハウジング３５の開口部３５Ａを挿通してキャリア６２の多角形孔６
８に嵌合される。本実施形態においては、図５に示すように多角形柱部８１が六角形に形
成され、多角形孔６８が六角形孔で形成される。なお、多角形柱部８１は、六角形の他、
三角、四角、五角、七角、八角等の多角形としてもよく、また、二面取り形状としてもよ
い。ベースナット７５のナット部７７は有底円筒状に形成される。ナット部７７は、円柱
部７６の基端側に形成され、一端面がシリンダ１５の底壁１１に対向する円形状壁部８２
と、円形状壁部８２の他端面から一体的に突設される円筒部８３とを有して構成される。
円形状壁部８２は、外周面がシリンダ１５の小径開口部９Ｂの内壁面に近接して配置され
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る。円形状壁部８２の一端面には、径方向中央部から小径円形状壁部８４が突設される。
円柱部７６は、小径円形状壁部８４の一端面から突設される。円柱部７６の外径は、ナッ
ト部７７の円筒部８３の外径よりも小径に形成される。
【００２２】
　ベースナット７５とワッシャ８０との間には、スラストベアリング８７が配置される。
スラストベアリング８７は、ベースナット７５のナット部７７の小径円形状壁部８４周り
の円形状壁部８２に当接する。そして、ベースナット７５はスラストベアリング８７によ
り回転自在にシリンダ１５の底壁１１に支持される。ベースナット７５の円柱部７６の外
周面とシリンダ１５の底壁１１の孔部１０との間には、シール部材８８及びスリーブ８９
が設けられる。これらシール部材８８及びスリーブ８９は、液圧室２１の液密性を保持す
るために設けられる。ベースナット７５の円柱部７６と多角形柱部８１との間には、環状
溝８１Ａが形成されている。環状溝８１Ａには、止め輪９０が装着されている。止め輪９
０は、ベースナット７５のシリンダ１５の軸方向への移動を規制する。
【００２３】
　ベースナット７５のナット部７７の円筒部８３は、一端側に配置される大径円筒部９１
と、他端側に配置される小径円筒部９２とを有して構成される。大径円筒部９１の内周面
９１Ａと小径円筒部９２の内周面９２Ａとは、円筒部８３の他端に開口する孔８３Ａによ
り形成されている。大径円筒部９１の一端が円形状壁部８２に一体的に接続される。大径
円筒部９１の外周面と小径円筒部９２の外周面との間には、ピストン１８の底部１９に対
向する環状段差面９３が設けられている。環状段差面９３は、ベースナット７５の軸方向
に向かって突出する複数の凹凸部９４を有しており、周方向に沿って連続した波状に形成
される。大径円筒部９１には、大径円筒部９１の径方向に延びて貫通する貫通孔９５が複
数形成される。貫通孔９５は、周方向に間隔を置いて複数形成される。ナット部７７の小
径円筒部９２の内周面９２Ａには、雌ねじ部９７が形成される。小径円筒部９２の周壁部
の他端面には、周方向に間隔を置いて複数の係止溝９８（例えば、４か所）がそれぞれ形
成される（図４及び図５参照）。
【００２４】
　図２、図４及び図５に示すように、該各係止溝９８のいずれかに、第１スプリングクラ
ッチ１００の先端部１００Ａが嵌合される。第１スプリングクラッチ１００は、径方向外
方に向いた先端部１００Ａと、先端部１００Ａから一重に巻かれたコイル部１００Ｂとを
有している。そして、先端部１００Ａが各係止溝９８のいずれかに嵌合され、コイル部１
００Ｂがプッシュロッド１０２の第１の雄ねじ部１０３の他端側外周に巻き付けられる。
第１スプリングクラッチ１００は、プッシュロッド１０２がベースナット７５に対してシ
リンダ１５の底壁１１側へ移動するときの回転方向、すなわち、駐車ブレーキを解除する
リリース時の回転方向に対して回転抵抗トルクを付与する一方、プッシュロッド１０２が
ベースナット７５に対してピストン１８の底部１９側に移動するときの回転方向、すなわ
ち、駐車ブレーキを作動するアプライ時の回転方向への回転は許容するように構成されて
いる。すなわち、第１スプリングクラッチ１００は、一方向への回転に対して回転抵抗を
付与する第１の一方向クラッチとして構成される。
【００２５】
　ベースナット７５のナット部７７の孔８３Ａ内には、プッシュロッド１０２の一端側が
配置される。プッシュロッド１０２の一端側には、ベースナット７５の小径円筒部９２の
雌ねじ部９７にねじ嵌合され、第１のねじ嵌合部１０５を構成するための第１の雄ねじ部
１０３が形成される。第１のねじ嵌合部１０５は、ピストン１８からプッシュロッド１０
２へ伝達される軸方向荷重によってベースナット７５が回転しないように、その逆効率が
０以下になるように、すなわち、不可逆性が大きなねじ嵌合部として構成されている。
【００２６】
　一方、プッシュロッド１０２の他端側には、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動
ランプ１５１に設けた雌ねじ部１６２にねじ嵌合され第２の雄ねじ部１０４を構成するた
めの第２の雄ねじ部１０４が形成される。第２のねじ嵌合部１０６は、ピストン１８から
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回転直動ランプ１５１へ伝達される軸方向荷重によってプッシュロッド１０２が回転しな
いように、その逆効率が０以下になるように、すなわち、不可逆性が大きなねじ嵌合部と
して構成されている。
【００２７】
　プッシュロッド１０２は、第１の雄ねじ部１０３と第２の雄ねじ部１０４との間にスプ
ライン軸１０８が設けられる。第１の雄ねじ部１０３の外径は、第２の雄ねじ部１０４の
外径よりも大径に形成される。第１の雄ねじ部１０３の外径は、スプライン軸１０８の外
径よりも大径に形成される。プッシュロッド１０２の他端面は、ピストン１８の底部１９
の円形状平面部３０に対向する。
【００２８】
　ベースナット７５の小径円筒部９２の外周面と、ピストン１８の円筒部２０の内周面と
の間には、リテーナ１１０が軸方向に移動可能に支持される。リテーナ１１０は、ベース
ナット７５の環状段差面９３に対向する一端側に円環状壁部１１１を有し、全体が略円筒
状に構成される。円環状壁部１１１の一端面には、周方向に沿って間隔を置いて複数の凸
部１１２が形成される。リテーナ１１０の外周面の一端側には、凹状面１１３が形成され
る。リテーナ１１０の凹状面１１３を含む外周壁には、複数の円形状貫通孔１１４が形成
される。本実施形態では、円形状貫通孔１１４は、凹状面１１３の範囲に周方向に間隔を
置いて３箇所形成され、凹状面１１３以外の他端側の外周壁に周方向に間隔を置いて３箇
所形成される（図３，５参照）。リテーナ１１０の外周壁で凹状面１１３の範囲には、複
数の矩形状貫通孔１１５が形成される。本実施形態では、矩形状貫通孔１１５は、周方向
に間隔を置いて３箇所形成される（図４参照）。
【００２９】
　リテーナ１１０内には、一端側から順に、一端側ワッシャ１２０、コイルばね１２１、
他端側ワッシャ１２２、支持プレート１２３、第２スプリングクラッチ１２４、回転部材
１２５、スラストベアリング１２６、ボールアンドランプ機構１２７、スラストベアリン
グ１２８、及び環状押圧プレート１２９が配置されている。一端側ワッシャ１２０は、リ
テーナ１１０の円環状壁部１１１の他端面に当接するように配置される。
【００３０】
　コイルばね１２１は、一端側ワッシャ１２０と他端側ワッシャ１２２との間にが介装さ
れる。コイルばね１２１は、一端側ワッシャ１２０と他端側ワッシャ１２２とを離間させ
る方向に、一端側ワッシャ１２０と他端側ワッシャ１２２とを付勢している。リテーナ１
１０の周壁部の他端面には所定深さの係止溝１３２が周方向に間隔を置いて複数（例えば
、３か所）形成される。係止溝１３２は、リテーナ１１０の一端側に位置する幅狭係止溝
１３３と、他端側に位置する幅広係止溝１３４とから構成される。幅広係止溝１３４は、
深さ寸法が幅狭係止溝１３３の深さ寸法よりも大きく形成される。リテーナ１１０は、ピ
ストン１８の底部１９に対向する他端部に、内径側に向かって延びる複数のツメ部１３６
が（例えば、６か所）形成されている。各ツメ部１３６は、リテーナ１１０内の所定位置
に、一端側ワッシャ１２０、コイルばね１２１、他端側ワッシャ１２２、支持プレート１
２３、第２スプリングクラッチ１２４、回転部材１２５、スラストベアリング１２６、ボ
ールアンドランプ機構１２７、スラストベアリング１２８及び環状押圧プレート１２９等
の構成部材を収容した後、リテーナ１１０の環状押圧プレート１２９の収容凹部１７１に
向かって折り込まれることで、上述した構成部材をリテーナ１１０内に一体的に配置する
ようになる。なお、一端側ワッシャ１２０及び他端側ワッシャ１２２を設けずに構成して
もよい。
【００３１】
　他端側ワッシャ１２２の他端面に環状の支持プレート１２３が当接するように配置され
る。該支持プレート１２３の外周面には周方向に沿って間隔を置いて複数の突起片１３７
（例えば、３か所）が設けられる。各突起片１３７は、リテーナ１１０の幅狭係止溝１３
３にそれぞれ嵌合される。この結果、支持プレート１２３は、リテーナ１１０に対して相
対回転不能に、且つ軸方向へ相対移動可能に支持される。なお、突起片１３７は、その幅
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を広げて、ピストン１８の内周面に設けた回転規制用縦溝２２に係合されるよう構成して
もよい。
【００３２】
　リテーナ１１０内において、支持プレート１２３の他端側には回転部材１２５が回転自
在に支持される。回転部材１２５は、スプライン孔１４０を有する大径円環状部１４１と
、大径円環状部１４１の一端面から一体的に突設される小径円筒状部１４２とを有して構
成される。小径円筒状部１４２は、その一端部が支持プレート１２３の他端面に当接され
る。小径円筒状部１４２の外周面には、環状溝１４３が形成される。回転部材１２５内に
は、プッシュロッド１０２が配置される。回転部材１２５の大径円環状部１４１のスプラ
イン孔１４０は、プッシュロッド１０２のスプライン軸１０８とスプライン結合される。
これにより、回転部材１２５とプッシュロッド１０２とは、相互の回転トルクが伝達され
るとともに、相対的に軸方向に摺動できるようになる。なお、回り止めとしてスプライン
を用いたが、キー嵌合やＤ穴等、他の公知の回転止め機械要素を用いてもよい。また、軸
方向に摺動させず、圧入等で固定するようにしてもよい。
【００３３】
　回転部材１２５の小径円筒状部１４２に設けた環状溝１４３には、第２スプリングクラ
ッチ１２４が巻回される。第２スプリングクラッチ１２４は、第１スプリングクラッチ１
００と同様に、径方向外方に向いた先端部１２４Ａと、該先端部１２４Ａから一重に巻か
れたコイル部１２４Ｂとを有している。先端部１２４Ａがリテーナ１１０の幅狭係止溝１
３３に嵌合され、コイル部１２４Ｂが回転部材１２５の小径円筒状部１４２の外周面に設
けた環状溝１４３に巻き付けられる。第２スプリングクラッチ１２４は、回転部材１２５
（プッシュロッド１０２）がリテーナ１１０に対してピストン１８の底部１９側へ移動す
るときの回転方向（アプライ時の回転方向）に対して回転抵抗トルクを付与する一方、シ
リンダ１５の底壁１１側に移動するときの回転方向（リリース時の回転方向）への回転は
許容するように構成されている。すなわち、第２スプリングクラッチ１２４は、一方向の
回転に対して回転抵抗を付与する第２の一方向クラッチとして構成される。
【００３４】
　第２スプリングクラッチ１２４のアプライ時における回転抵抗トルクは、プッシュロッ
ド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベースナット７５の雌ねじ部９７との間の第１のねじ
嵌合部１０５の回転抵抗トルクよりも大きくなるように設定される。回転部材１２５の他
端側にはスラストベアリング１２６を介してボールアンドランプ機構１２７が配置される
。回転部材１２５はボールアンドランプ機構１２７に対してスラストベアリング１２６を
介して回転自在に支持される。
【００３５】
　図２、図３及び図５に示すように、ボールアンドランプ機構１２７は、固定ランプ１５
０と、回転直動ランプ１５１と、固定ランプ１５０と回転直動ランプ１５１との間に介装
される各ボール１５２とを備えている。固定ランプ１５０は、回転部材１２５の他端側に
スラストベアリング１２６を挟んで配置される。固定ランプ１５０は、円板状の固定プレ
ート１５４と、該固定プレート１５４の外周面から周方向に沿って間隔を置いて複数突設
された凸部１５５（例えば、３か所）とを有して構成される。固定プレート１５４は、そ
の径方向中央部にプッシュロッド１０２が挿通される挿通孔１５６が形成される。固定ラ
ンプ１５０は、その各凸部１５５が、リテーナ１１０の各係止溝１３２の幅広係止溝１３
４に嵌合されると共に、ピストン１８の内周面に設けた複数の回転規制用縦溝２２に嵌合
することでピストン１８に対して相対回転不能に、且つ軸方向に移動自在に支持される。
【００３６】
　なお、固定ランプ１５０をピストン１８に対して相対回転不能に、且つ軸方向に移動自
在に支持される構造としては、固定ランプ１５０の外周面に周方向に間隔を置いて複数の
平面部を形成して、ピストン１８の内周面にも固定ランプ１５０の各平面部に対応する複
数の平面部を形成し、これらの各平面部を当接させることでピストン１８に対する固定ラ
ンプ１５０の回転を規制するように構成してもよい。固定プレート１５４の他端面には、
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周方向に沿って所定の傾斜角を有して円弧状に延びるとともに径方向において円弧状断面
を有する複数のボール溝１５７（例えば、３か所若しくは４か所）が形成されている。
【００３７】
　回転直動ランプ１５１は、円環状の回転直動プレート１６０と、該回転直動プレート１
６０の他端面の径方向中央部分から一体的に突設される円筒部１６１とを有して構成され
る。回転直動プレート１６０から円筒部１６１に至る内周面には、プッシュロッド１０２
の第２の雄ねじ部１０４がねじ嵌合される雌ねじ部１６２が形成される。回転直動プレー
ト１６０の、固定ランプ１５０の固定プレート１５４との対向面には、周方向に沿って所
定の傾斜角を有して円弧状に延びるとともに径方向において円弧状断面を有する複数ボー
ル溝１６３（例えば、３か所若しくは４か所）が形成されている。なお、固定ランプ１５
０の各ボール溝１５７、及び回転直動ランプ１５１の各ボール溝１６３は、周方向に沿っ
た傾斜の途中に窪みを付けたり、傾斜を途中で変化させて構成するようにしてもよい。
【００３８】
　ボール１５２は、回転直動ランプ１５１（回転直動プレート１６０）の各ボール溝１６
３と、固定ランプ１５０（固定プレート１５４）の各ボール溝１５７との間にそれぞれ介
装されている。ボールアンドランプ機構１２７においては、回転直動ランプ１５１に回転
トルクを加えると、回転直動プレート１６０の各ボール溝１６３と固定プレート１５４の
各ボール溝１５７との間の各ボール１５２が転動することで、回転直動プレート１６０と
固定プレート１５４との間の回転差により、回転直動プレート１６０と固定プレート１５
４との間の軸方向の相対距離が変動する。
【００３９】
　また、回転直動プレート１６０の他端面で円筒部１６１の周りには、環状ボール溝１６
４が形成される。回転直動プレート１６０の他端側にはスラストベアリング１２８を介し
て環状押圧プレート１２９が配置される。環状押圧プレート１２９の一端面にも環状ボー
ル溝１６６が形成される。そして、回転直動プレート１６０の環状ボール溝１６４と環状
押圧プレート１２９の環状ボール溝１６６との間には、周方向に複数のボールが回転自在
に支持されるスラストベアリング１２８が配置される。回転直動プレート１６０の円筒部
１６１は環状押圧プレート１２９内に挿通される。環状押圧プレート１２９の外周面には
、周方向に沿って間隔を置いて複数突設された凸部１６８が形成される。環状押圧プレー
ト１２９は、その各凸部１６８が、リテーナ１１０の各係止溝１３２の幅広係止溝１３４
に嵌合されると共にピストン１８の内周面に設けた複数の回転規制用縦溝２２に嵌合する
ことでピストン１８に対して相対回転不能に、且つ軸方向に移動自在に支持される。
【００４０】
　そして、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１は、スラストベアリン
グ１２８を介して回転自在に環状押圧プレート１２９により支持される。環状押圧プレー
ト１２９の他端面がピストン１８の底部１９の環状曲面部３１と対向する。環状押圧プレ
ート１２９の他端面には、径方向中心から外周端部に向かって一端側に湾曲する湾曲状押
圧部１７０が形成される。この環状押圧プレート１２９は、ピストン１８の底部１９に設
けた環状曲面部３１に当接して、ピストン１８を押圧するように構成される。環状押圧プ
レート１２９の他端面には、各凸部１６８間の外周部に、リテーナ１１０の、内方に折り
込まれた各ツメ部１３６を収容する収容凹部１７１がそれぞれ形成される。
【００４１】
　図２及び図５に示すように、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４の先端には
抜止リング１７２が一体的に固定される。抜止リング１７２は、回転直動ランプ１５１の
円筒部１６１内に配置され、プッシュロッド１０２と回転直動ランプ１５１の相対回転角
を一定以下に制限する。抜止リング１７２の一部には凸部１７３が設けられ、円筒部１６
１の幅広の凹部に凸部１７３が嵌っている。非制動時には凸部１７３は該凹部の片側に寄
り切っており、制動時にはもう片方側に寄り切ることになる、すなわち、何れの場合も、
互いに周方向に当接することになる。これにより、抜止リング１７２とブッシュロッド１
０２の相対回転角が制限されるので、アプライ状態時の回転直動ランプ１５１による推力
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によって抜止リング１７２がブッシュロッド１０２から脱落してしまうことを抑制できる
。なお、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４とボールアンドランプ機構１２７
の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０６の回転抵抗ト
ルクは、第１スプリングクラッチ１００によるベースナット７５に対するプッシュロッド
１０２のリリース方向への回転抵抗トルクに、プッシュロッド１０２の第１の雄ねじ部１
０３とベースナット７５の雌ねじ部９７との間の第１のねじ嵌合部１０５の回転抵抗トル
クを加えた回転抵抗よりも小さくなるように設定される。
【００４２】
　図１に示すように、モータ４０には、モータ４０を駆動制御する制御手段である電子制
御装置からなるＥＣＵ１７５が接続されている。ＥＣＵ１７５には、駐車ブレーキの作動
・解除を指示すべく操作されるパーキングスイッチ１７６が接続されている。また、ＥＣ
Ｕ１７５は、図示しない車両側からの信号に基づきパーキングスイッチ１７６の操作によ
らずに作動することもできる。
【００４３】
　次に、本実施形態に係るディスクブレーキ１の作用を説明する。まず、ブレーキペダル
（図示略）の操作による通常の液圧ブレーキとしてのディスクブレーキ１の制動時におけ
る作用を説明する。
【００４４】
　運転者によりブレーキペダルが踏み込まれると、ブレーキペダルの踏力に応じた液圧が
マスタシリンダから液圧回路（共に図示略）を経てキャリパ４内の液圧室２１に供給され
る。これにより、ピストン１８がピストンシール１６を弾性変形させながら非制動時の原
位置から前進（図１の左方向に移動）してインナブレーキパッド２をディスクロータＤに
押し付ける。そして、キャリパ本体６は、ピストン１８の押圧力の反力によりブラケット
５に対して図１における右方向に移動して、爪部８に取り付けられたアウタブレーキパッ
ド３をディスクロータＤに押し付ける。この結果、ディスクロータＤが一対のインナ及び
アウタブレーキパッド２、３により挟みつけられて摩擦力が発生し、ひいては、車両の制
動力が発生する。
【００４５】
　そして、運転者がブレーキペダルを解放すると、マスタシリンダからの液圧の供給が途
絶えて液圧室２１内の液圧が低下する。これにより、ピストン１８は、ピストンシール１
６の弾性変形の復元力によって原位置まで後退して制動力が解除される。ちなみに、イン
ナ及びアウタブレーキパッド２、３の摩耗に伴いピストン１８の移動量が増大してピスト
ンシール１６の弾性変形の限界を越えると、ピストン１８とピストンシール１６との間に
滑りが生じる。この滑りによってキャリパ本体６に対するピストン１８の原位置が移動す
ることで、ブレーキパッド２、３が摩耗した場合でも、パッドクリアランスが一定に調整
されるようになっている。
【００４６】
　次に、車両の停止状態を維持するための駐車ブレーキとしての作用を図６～図１２に基
づいて図１も適宜参照しながら説明する。なお、図６～図９は駐車ブレーキを作動させる
際の作用を段階的に示したもので、図１０～図１２は駐車ブレーキを解除する際の作用を
段階的に示したものである。
【００４７】
　まず、駐車ブレーキの解除状態からパーキングスイッチ１７６が操作されて駐車ブレー
キを作動（アプライ）させる際に、ＥＣＵ１７５は、モータ４０を駆動させて、平歯多段
減速機構４４を介して遊星歯車減速機構４５のサンギヤ５７を回転させる。このサンギヤ
５７の回転により、各プラネタリギヤ６０を介してキャリア６２が回転する。そして、キ
ャリア６２からの回転トルク、すなわちモータ４０の回転がベースナット７５に伝達され
る。
【００４８】
　次に、ベースナット７５のアプライ方向への回転により、図６に示す初期位置（環状押
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圧プレート１２９とピストン１８の底部１９との間が所定の隙間を有する状態）から、図
７に示すように、ベースナット７５の雌ねじ部９７とプッシュロッド１０２の第１の雄ね
じ部１０３との間の第１のねじ嵌合部１０５が相対的に回転、すなわちベースナット７５
だけがアプライ方向に回転することで、プッシュロッド１０２が軸方向に沿ってピストン
１８の底部１９側に向かって前進する。ここで、プッシュロッド１０２がベースナット７
５とともに回転しないのは、第２スプリングクラッチ１２４による回転部材１２５（プッ
シュロッド１０２）のリテーナ１１０に対するアプライ方向への回転抵抗トルクが、プッ
シュロッド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベースナット７５の雌ねじ部９７との間の第
１のねじ嵌合部１０５による回転抵抗トルクよりも大きくなるように設定されており、か
つ、第１スプリングクラッチ１００による、プッシュロッド１０２のベースナット７５に
対するシリンダ１５のアプライ方向への回転が許容されていることによる。
【００４９】
　その結果、図７に示すように、プッシュロッド１０２と共にリテーナ１１０を含むリテ
ーナ１１０内の一端側ワッシャ１２０、コイルばね１２１、他端側ワッシャ１２２、支持
プレート１２３、第２スプリングクラッチ１２４、回転部材１２５、スラストベアリング
１２６、ボールアンドランプ機構１２７、スラストベアリング１２８及び環状押圧プレー
ト１２９の各構成部材が一体となって軸方向に沿ってピストン１８の底部１９側に向かっ
て前進して、環状押圧プレート１２９の湾曲状押圧部１７０がピストン１８の底部１９の
環状曲面部３１に当接する。この当接により、ピストン１８が前進してピストン１８の底
部１９の一端面がインナブレーキパッド２に当接する。
【００５０】
　さらにモータ４０のアプライ方向への回転駆動が継続されると、ピストン１８は、プッ
シュロッド１０２の移動によりブレーキパッド２、３を介してディスクロータＤを押圧し
始める。この押圧力が発生し始めると、その押圧力に対する反力となる軸力によってプッ
シュロッド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベースナット７５の雌ねじ部９７との間の第
１のねじ嵌合部１０５における回転抵抗トルクが増大して、プッシュロッド１０２を前進
させるための必要回転トルクが増大していく。そして、必要回転トルクである第１のねじ
嵌合部１０５の回転抵抗トルクが、第２スプリングクラッチ１２４の回転抵抗トルクより
も大きくなる。この結果、図８に示すように、ベースナット７５の回転に伴ってプッシュ
ロッド１０２が回転部材１２５と共にアプライ方向へ回転し始める。すなわち、プッシュ
ロッド１０２がベースナット７５と供回りするようになる。すると、ディスクロータＤの
押圧力からの反力によりプッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４とボールアンドラ
ンプ機構１２７の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０
６における回転抵抗トルクもディスクロータＤの押圧力の反力により増大しているために
、プッシュロッド１０２のアプライ方向への回転トルクが第２のねじ嵌合部１０６を介し
てボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１に伝達される。
【００５１】
　そして、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１がアプライ方向に回転
しながら各ボール１５２の転動により回転直動ランプ１５１と固定ランプ１５０とがコイ
ルばね１２１の付勢力に抗して離間することで、環状押圧プレート１２９の湾曲状押圧部
１７０がピストン１８の底部１９の環状曲面部３１をさらに押圧して、インナ及びアウタ
ブレーキパッド２、３によるディスクロータＤの押圧力が増大する。この時、ピストン１
８の底部１９には、第２のねじ嵌合部１０６で発生する推力に、ボールアンドランプ機構
１２７で発生する推力を加えた力が付与される。
【００５２】
　なお、本実施形態では、アプライ初期に、第１のねじ嵌合部１０５、ここでは、プッシ
ュロッド１０２の雄ねじ部とベースナット７５の雌ねじ部９７との間の第１のねじ嵌合部
１０５が相対回転してプッシュロッド１０２が前進してピストン１８を前進させてディス
クロータＤへの押圧力を得るようになっているので、第１のねじ嵌合部１０５の作動によ
り一対のインナ及びアウタブレーキパッド２、３の経時的な摩耗によってシリンダ１１に
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対するピストン１８の位置が変化しても、ピストン１８に対するプッシュロッド１０２の
原位置を調整することができる。
【００５３】
　ここで、ボールアンドランプ機構１２７と第２のねじ嵌合部１０６が作動するときのリ
ードＬ（回転直動ランプ１５１が１回転するときの回転直動ランプ１５１の進み量）は、
次の式で表される。
　Ｌ＝ＬＳＣＲＥＷ×ＬＢ＆Ｒ／（ＬＳＣＲＥＷ＋ＬＢ＆Ｒ）
【００５４】
　ただし、ＬＳＣＲＥＷは、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４と回転直動ラ
ンプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０６のリードである。また、Ｌ

Ｂ＆Ｒは、回転直動ランプ１５１の各ボール溝１６３及び固定ランプ１５０の各ボール溝
１５７のリードである。これにより、各リードの値に基づいて増力比（回転トルクに対す
る推力）を、ディスクブレーキ１を搭載する車両に応じて適切な値に設定することができ
る。
【００５５】
　そして、ＥＣＵ１７５は、一対のインナ及びアウタブレーキパッド２、３からディスク
ロータＤへの押圧力が所定値に到達するまで、例えば、モータ４０の電流値が所定値に達
するまでモータ４０を駆動する。その後、ＥＣＵ１７５は、ディスクロータＤへの押圧力
が所定値に到達したことをモータ４０の電流値が所定値に達したことによって検出すると
、モータ４０への通電を停止する。すると、プッシュロッド１０２のアプライ方向への回
転が停止されるのでボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１の回転が停止
される。
【００５６】
　その後は、図９に示す通り、回転直動ランプ１５１には、ディスクロータＤからの押圧
力の反力が作用するが、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４とボールアンドラ
ンプ機構１２７の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０
６は、上述したようにプッシュロッド１０２と回転直動ランプ１５１との間で逆作動しな
いねじ嵌合部として構成され、また、プッシュロッド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベ
ースナット７５の雌ねじ部９７との間の第１のねじ嵌合部１０５も、上述したようにプッ
シュロッド１０２とベースナット７５との間で逆作動しないねじ嵌合部で構成され、さら
には、第１スプリングクラッチ１００により、プッシュロッド１０２にはベースナット７
５に対してリリース方向への回転抵抗トルクが付与されているので、ボールアンドランプ
機構１２７の回転直動ランプ１５１は回転せずに停止状態が維持されて、ピストン１８が
制動位置に保持される。これにより、制動力の保持がなされて駐車ブレーキの作動が完了
する。この状態において、ディスクロータＤからの押圧力の反力が、ボールアンドランプ
機構１２７、プッシュロッド１０２、ベースナット７５及びスラストベアリング８７を介
してシリンダ１５の底壁１１に伝達されてピストン１８の保持力となっている。本実施形
態においては、比較的小径のものを使用せざるを得ないスラストベアリング１２６には、
ボールアンドランプ機構１２７で発生する推力のみ作用するため、本ディスクブレーキ１
の耐久性が向上するようになっている。上述したように、本ディスクブレーキ１において
は、アプライ時にプッシュロッド１０２の直動によってピストン１８を移動させてから、
ボールアンドランプ機構１２７によってピストン１８を移動させるようにしている。
【００５７】
　次に、駐車ブレーキを解除（リリース）する際には、パーキングスイッチ１７６のパー
キング解除操作に基づいて、ＥＣＵ１７５は、ピストン１８を戻す、すなわちピストン１
８をディスクロータＤから離間させるリリース方向にモータ４０を回転駆動する。これに
より、平歯多段減速機構４４及び遊星歯車減速機構４５がピストン１８を戻すリリース方
向へ回転駆動して、キャリア６２を介してベースナット７５へその回転駆動が伝達される
。
【００５８】



(13) JP 6376883 B2 2018.8.22

10

20

30

40

50

　このとき、プッシュロッド１０２にはディスクロータＤからの押圧力の反力が作用して
いるため、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４とボールアンドランプ機構１２
７の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０６の回転抵抗
トルクと、プッシュロッド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベースナット７５の雌ねじ部
９７との間の第１のねじ嵌合部１０５の回転抵抗トルクと、第１スプリングクラッチ１０
０による、プッシュロッド１０２のベースナット７５に対するリリース方向への回転抵抗
トルクとが付与される。このため、図１０に示すように、ベースナット７５からのリリー
ス方向の回転トルクがプッシュロッド１０２（回転部材１２５含む）に伝達されると共に
、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１に伝達される。その結果、回転
直動ランプ１５１はリリース方向に回転だけして、回転方向の初期位置まで戻る。このと
き回転直動ランプ１５１は軸方向の移動はせず、軸方向の位置はそのままとなる。
【００５９】
　ここで、回転直動ランプ１５１が回転方向に初期位置へ戻っていくと、コイルばね１２
１によって他端側ワッシャ１２２、支持プレート１２３、回転部材１２５、スラストベア
リング１２６と共に固定ランプ１５４が付勢されているため、各ボール１５２が各ボール
溝１５７、１６３の間で転動しながら、リテーナ１０に対し、支持プレート１２３、回転
部材１２５、スラストベアリング１２６、固定ランプ１５４が前進することになる。この
ため、ブッシュロッド１０２と回転部材１２５はスプラインで軸方向に移動する。なお、
回転部材１２５をプッシュロッド１０２に圧入等で固定した場合、固定ランプ１５４は軸
方向に移動せず、ボール１５２はボール溝１５７、１６３から軸方向に離間するが、脱落
することはなく、その後の作動は同じになる。また、第２のねじ嵌合部１０６の回転抵抗
トルクがスラストベアリング１２８の回転抵抗トルクより小さくなるように構成してよく
、この場合には、回転直動ランプ１５１が回転と同時に軸方向に戻るようになる。
【００６０】
　次に、回転直動ランプ１５１が回転方向の初期位置まで戻ると、各ボール１５２は回転
直動ランプ１５１の各ボール溝１６３と固定プレート１５４の各ボール溝１５７の間に挟
まれるため、固定プレート１５４に対して回転直動ランプ１５１はそれ以上回転できなく
なり、回転直動ランプ１５１は回転を停止する。これにより、図１１に示すように、まず
第２のねじ嵌合部１０６だけが相対回転して、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動
ランプ１５１がリテーナ１１０と共に軸方向に沿ってシリンダ１５の底壁１１側（リリー
ス方向）に移動して軸方向の初期位置に戻る。
【００６１】
　さらにモータ４０がリリース方向へ回転駆動されて、ベースナット７５のリリース方向
への回転が継続されると、ボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１が回転
方向及び軸方向共に初期位置に戻ると同時に、プッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１
０４とボールアンドランプ機構１２７の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の
第２のねじ嵌合部１０６の螺合位置が初期位置まで戻り、プッシュロッド１０２のリリー
ス方向への回転が停止される。さらにベースナット７５のリリース方向への回転が継続さ
れると、図１２に示すように、プッシュロッド１０２が、第１スプリングクラッチ１００
によるベースナット７５に対するプッシュロッド１０２のリリース方向への回転抵抗トル
クに抗して、軸方向に沿ってシリンダ１５の底壁１１側（リリース方向）に向かって後退
する。その結果、プッシュロッド１０２と共にリテーナ１１０を含むリテーナ１１０内の
一端側ワッシャ１２０、コイルばね１２１、他端側ワッシャ１２２、支持プレート１２３
、第２スプリングクラッチ１２４、回転部材１２５、スラストベアリング１２６、ボール
アンドランプ機構１２７、スラストベアリング１２８及び環状押圧プレート１２９の各構
成部材が一体となって軸方向に沿ってシリンダ１５の底壁１１側（リリース方向）に向か
って後退する。そして、ＥＣＵ１７５は、回転直動ランプ１５１の環状押圧プレート１２
９とピストン１８の底部１９の環状曲面部３１との間が所定の隙間を有する初期位置に到
達した時点でモータ４０を停止させるように制御している。最終的に、ピストン１８は、
ピストンシール１６の弾性変形の復元力によって原位置まで後退して制動力が完全に解除
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される。上述したように、本ディスクブレーキ１においては、リリース時に、ボールアン
ドランプ機構１２７を初期位置に戻してから、ボールアンドランプ機構１２７を後退させ
、その後、プッシュロッド１０２を後退させることによってピストン１９への保持力を解
除するようにしている。
【００６２】
　以上のように、本実施形態に係るディスクブレーキ１では、駐車ブレーキのようなピス
トン１８を推進して制動位置に保持させるとき、一対のインナ及びアウタブレーキパッド
２、３からディスクロータＤへ押圧力を付加するのに際して、機械効率が低いプッシュロ
ッド１０２の第１の雄ねじ部１０３とベースナット７５の雄ねじ部との間の第１のねじ嵌
合部１０５及びプッシュロッド１０２の第２の雄ねじ部１０４とボールアンドランプ機構
１２７の回転直動ランプ１５１の雌ねじ部１６２との間の第２のねじ嵌合部１０６と、機
械効率の高いボールアンドランプ機構１２７とを組み合わせることにより、回転直動変換
機構４３の良好な作動効率を確保しながら、ディスクロータＤへの押圧力を保持すること
ができる。これにより、従来のディスクブレーキに採用したラチェット機構と比してその
構成を簡素化することができ、本ディスクブレーキ１の製造効率を向上させることができ
る。
【００６３】
　また、本実施形態に係るディスクブレーキ１では、ピストン１８に、第１のねじ嵌合部
１０５及び第２のねじ嵌合部１０６からの押圧力だけでなく、ボールアンドランプ機構１
２７からの押圧力も作用するため、モータ４０を小型化しても所望の制動力を得ることが
できる。さらに、モータ４０を小型化（低トルク化）することで、平歯多段減速機構４４
及び遊星歯車減速機構４５に付与される回転トルクも低く抑えることができるので、作動
音の低減や高寿命化を図ることができる。
【００６４】
　また、本実施形態に係るディスクブレーキ１では、ボールアンドランプ機構１２７と第
２のねじ嵌合部１０６が作動するときのリードＬよりも、第１のねじ嵌合部１０５のリー
ドを大きくすることで、駐車ブレーキ作動時における隙間確保までの応答性を向上させる
ことができる。
【００６５】
　本実施形態に係るディスクブレーキ１においては、リリース時に、ボールアンドランプ
機構１２７を初期位置に戻してから、ボールアンドランプ機構１２７を後退させ、その後
に、プッシュロッド１０２を後退させることによってピストン１９への保持力を解除する
ようにしている。このため、リリース中のアプライ要求によってアプライ作動に切り換え
ても即座にアプライ作動を開始することができる。
【００６６】
　なお、本実施形態に係るディスクブレーキ１では、減速機構として平歯多段減速機構４
４及び遊星歯車減速機構４５を採用したが、サイクロイド減速機や波動減速機等、他の公
知な減速機構を採用してもよい。また、ボールアンドランプ機構１２７の転動体としてボ
ール１５２を採用したが、耐荷重性に優れる円筒部材を用いたローラアンドランプ機構を
採用してもよい。
【００６７】
　また、本実施形態では、車両の停止状態を維持するための作用の一例である、駐車ブレ
ーキを例に、回転直動変換機構４３の作動を説明したが、駐車ブレーキ以外の場合、例え
ば、坂道での車両の発進を補助するためのヒルスタートアシストやヒルダウンアシスト、
アクセルオフで停車状態にあるときのオートストップ時等の場合に、駐車ブレーキ機構で
ある回転直動変換機構４３を作動させるようにしてもよい。
【符号の説明】
【００６８】
　１　ディスクブレーキ，２　インナブレーキパッド，３　アウタブレーキパッド，４　
キャリパ，６　キャリパ本体，７　シリンダ部，１５　シリンダ，１８　ピストン，４０
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　モータ（電動モータ），４３　回転直動変換機構，７５　ベースナット（回転伝達部材
），９７　雌ねじ部，１００　第１スプリングクラッチ（第１の一方向クラッチ），１０
２　プッシュロッド（シャフト部材），１０３　第１の雄ねじ部（第１のねじ部），１０
４　第２の雄ねじ部（第２のねじ部），１０５　第１のねじ嵌合部，１０６　第２のねじ
嵌合部，１２４　第２スプリングクラッチ（第２の一方向クラッチ）１２７　ボールアン
ドランプ機構，１５０　固定ランプ，１５１　回転直動ランプ，１６２　雌ねじ部，Ｄ　
ディスクロータ

【図１】 【図２】



(16) JP 6376883 B2 2018.8.22

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】



(17) JP 6376883 B2 2018.8.22

【図１０】
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